
災害時要配慮者の避難所・福祉避難所への避難方法が大きく変わります。 

災害対策委員会 下田栄次 

 

東日本大震災では、犠牲者の過半数を高齢者が占め、また、障がい者の犠牲者の割合についても、被

災住民全体と比較して 2 倍程度に上ったといわれています。近年の災害においても、全体の死者のうち 65

歳以上の高齢者の割合は、令和元年台風19号では約65％、令和2年7月豪雨では約79％となっており、

障がい児・者の避難が適切になされなかった事例も多く報告されています。高齢者や障がい者、難病患者

等（災害時要配慮者）では、直接的な被害だけでなく、必ずしも生活環境が十分に整っていない避難所で

の生活を余儀なくされた結果として、健康を害し、生活再建への移行に困難を生じているケースも多く見ら

れます。 

こうしたことを踏まえ、福祉避難所の確保・運営ガイドラインが 2016年(平成 28年)４月に作成されました。

その後、毎年のように頻発している風水害への対策や感染予防対策も盛り込まれた改訂版が 2021年(令和

3 年)5 月に発出されました。避難所内の災害時要配慮者を受け入れる「要配慮者スペース」や福祉避難所

の設置から運営に際し、保健医療福祉の専門家として「理学療法士」も明記されています。 

これまでと大きく異なる点として、 

①感染対策の強化を基軸にした自宅避難やホテル・旅館等への避難といった分散避難の推奨 

②事前の個別避難計画の作成 

③個別避難計画を作成している場合に限り、福祉避難所への直接的な避難の促進 

  が挙げられます。これまで、制度上、福祉避難所への直接的な避難は出来ませんでしたが、事前の個別

避難計画や避難行動要支援者名簿の作成により、避難時の選択肢が広がる事は我が国における災害時要

配慮者への支援も一歩前進したように思います。本会においても最新の情報をアップデートしながら、県や

市区町村との災害対策を進めてまいります。 

詳しくは、内閣府 防災情報のHPをご確認ください。 

 

①避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（令和 3年 5月改正） 

 http://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/youengosya/r3/index.html 

 ※個別避難計画の具体的な作成手順を記載 

②福祉避難所の確保・運営ガイドライン（令和 3年 5月改正） 

 http://www.bousai.go.jp/taisaku/hinanjo/r3_guideline.html 

 

参考 

・「災害対策基本法等の一部を改正する法律」（令和 3年法律第 30号）5月 10日公布、 

5月 20日施行 

http://www.bousai.go.jp/taisaku/kihonhou/kihonhou_r3_01.html 

・「令和元年台風第 19号等を踏まえた高齢者等の避難のあり方について（最終とりまとめ）」 

令和 2年 12月 24日公表 

  http://www.bousai.go.jp/fusuigai/koreisubtyphoonworking/index.html 

 



 

表 個別避難計画の記入例（一部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    


